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費用削減投資と参入阻止行動

林 田 修

I はじめに

産業組織の構造，企業行動，市場成果に関する研究は古くから実証の分野で

盛んに行なわれて来たが， 1980年代になって応用ミクロ経済学の分野で著しい

進歩をとげた結果，古典的産業組織論と新産業組織論というように，この進展

は従来の研究と二分されて呼ばれるまでになった。

通常，古典的産業組織論とは， M回目によって提唱され Bainによって体系

化された構造行動成果 (SCP) モデんを指して用いられることが多いので，

ここでもそれに従うことにするoBainによれば，産業構造 (S)とは競争と価

格形成に影響を与える市場の特性のことであり，企業行動 (C)とは企業が市場

構造に適応するために取る様々な行動パタ ンのことであり，最後に，市場成

果 (P)とは効率性，成長率，安定性の点からみた産業の経済的帰結のことであ

る。ところで， SCPモデノレの体系を支える基本的な仮説は，以上の定義から明

らかなように， i産業構造が企業行動を規定し，企業行動が成果を規定する」と

いうものである。この仮説の上に立って，古典的産業組織論は現実の様々な産

業を実証研究しかっ政策的提言をおこなってきた。特に，独禁法に代表される

競争に関する直接的規制についての提言が，産業構造に影響を与えることによ

って市場成果を改善できるという理論的仮説に立ってなされた。しかし，この

SCPモデルの因果律に関する実証仮説がEしいのかEしくないのかという問題

を荻きにしても，逆の因果律が積極的な役割を呆さないか，と L、う問題はそれ

ほど自明なことではな L、。従って，産業白企業行動が市場構造に及ぼす影響を

分析する理論，あるいは構造・行動・成果を同時決定的に解明する理論の必要
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性という問題意識が，新産業組織論の方向性を用意したと言える。

古典的産業組織論に比べて，新産業組織論と呼ばれている理論の具体的対象

は実に学際的であるが，代表的な理論としてゲーム理論的アプローチが挙げら

れる。例えば，古典的な参入阻止戦略である limitpricingは，ゲーム理論に

おける Nash均衡概念の精密化によって，必ずしも参入国止に成功するとは限

らないことが明らかになったことは周知の事実である。

一般に，研究開発はプロダクト・イノベーションとプ Pセス・イノベ-'iョ

ンの 2種類に大別される。前者は新製品開発を意味し，その競争は開発の月ピ

ードについて行なわれ，後者は既存製品の生産技術開発を意味し，その競争は

費用構造について行なわれる。ニの論文で，私たちはデ戸セス・イノベー'la

yが産業構造に及ぼす影響を，前述の問題意識からゲーム理論を用いて動学的

に分析する。ニの論文の権成は次の通りである。第E節で従来の対象そデノレに

関する業績を概観ずる。次に第E節で参入の決定が非対称な，逐次参入のモデ

ルにおいて技術革新による参入阻止の可能性を調べ，第N節は結語である。

n 産業構造の内生化一一対称的モデル

最初に，研究開発の理論において産業構造を内生変数として取扱ったことで

有名な Dasgupta:Stigritz[1980Jのモテツレを紹介しよう。まず，産業内の企業

数を n，第 i企業 (i=l，.• .， n)の生産量を q"産業の総生産物供給量をQ，第

t企業を除いた総生産物供給量を Q-，とし，産業の逆需要関数を p(Q)=a-Q

とする。企業は限界費用 c，一定の費用関数 C;::::c，q;を持っていて，限界費用は，

技術革新投資 x(c，)を行うことによって，逓滅的に減少させることができる・

ど<0 x">O x(O) =∞ x(田 )=0 (l) 

すべての企業は対称的であり，また技術の spillQverは起二らないとする。

こめとき第 z企業の最大化問題は q，とc，について利潤 π.を最大化するととで

ある。 ζのための 1階条件と，すべての企業が対称的tあるから対称均衡(qDS>

eDS) を持うということ， そLて競争市場における利潤ゼロの条件から， (2) 
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を得る。

qns=旦三笠主=-X'(CDS) QnS2=X(CDS) n.p..$:+ 1 - ~ '-~L">/ ':l 
(2) 

彼らのそデノレの均衡は部分ゲーム完全均衡であろうか。 (2)を解釈すると，

均衡生産量がクールノー生産量競争から決定される一方で，技術革新投資は，

ライバノレの費用関数が変わらないものとして自分の生産量だけから決定されて

いる。すなわち，均衡生産量が実際tこはすべての企業の費用関数に依存して決

定きれることを考えると， Dasgpu ta:::Stigli tzモデノレにおける技術革新投資の

決定は投資量があたかも非戦略的変数であるかのようにみなされていて，彼ら

のそデノレの均衡点は，投資に関しでもグールノー・タイプの非協力ゲームの状

況になっている点を見落としていることがわかる。

以上の議論を最初に指摘したのは Brander=Spencer[1983Jであり，彼らは

Dasgupta=Stiglitzのそデノレを 2段階ゲームとして再構成し，そこでの部分ゲ

ーム完全均衡の存在を証明し性質を調べた。彼らの結論は，部分ゲーム完全均

衡を求めるためり通常の方法により，以下のように特徴付けられる.

一一一qBS=旦二旦旦 ぷ型工三ム(a-css)=xぺCBS)
nBs+l 2nBS 

qBS'=X(CSS) (3). 

(2)0)より，

qDS>q~S CDS>CB，$' nDS?nBS ( 4-) 

が示される。

さらに，費用削減投資と社会的厚生の関係をより厳密に分析した論文に

Okuno=SU.""ffiUra [1987J がある。彼らは，. Bulow~ealJ.akoplos::::;Kle.mpere J;' 

(1985Jにおいて考察された「戦略的代替性」と「戦略的補完佳」とLづ概念を周

いて，第 l ステージに費用削減投資競争，第 2 ステ?ジにをれぞれタ←ル~-競

争，ベルトラン競争が起こる 2タイプの 2段階ゲームを分析した。彼らの論文に

おいて，次むことが証明された:クールノー競争そデノレにおいて，も Lも戦略的

補完性をもつならば費用削減投資ほ社会的厚生の点からみて過少でおり，ベノレ
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トラン競争モデノレにおいて， もしも戦略的補完性をもつならば過少投資になる。

111 技術革新による参入阻止の可能性一一非対称的モデJ~

Dasgupta=Stiglitz， BranderニSpencerでは， すべての企業が既存企業であ

りかっ技術革新に関する決定が同時になされるという状況を想定したが(対称

的モデノレ)， その他に， 何等かの歴史的な要因からあるいは市場の存在を知覚

した時点の違いから，問題の市場が既存企業と潜在的参入企業とからなるよう

なモデル(非対称的モデル〉が考えられる。費用削減投資行動が産業構造に及

ぼす影響の中で， このモデノレは，既存企業が参入阻止行動をとるか参入を黙認

するか，またそうした行動り結果，潜在的参入企業があえて参入Lてくるかあ

るいは参入を断念するか， とL、う問題を明示的に分析できるという点を強調し

ておこう U 特に，不可逆な投資決定において，決定時点の違いがどのような効

果を産業構造に対して持っか，あるいはそれを利用 Lてどのような戦略的決定

が既存企業によってなされるか，という重要な問題を部分ゲーム完全均衡の概

念を用いて分析される。 ζ の章では，そうした非対称モデノレによる費用削減投

資決定の簡単な例を考えてみよう。

今，rト既存企業 (i=l，2， '目 ，n) と 1-潜在的参入企業〈番号Oで表わす)

が存在する市場を考えてみよう。まず，既存企業が技術革新をいそれをみて

潜在的参入企業が実際に参入するかあるいは参入しないかを決定する。もしも

参入するのであれば，正の参入費用Fを支払って，技術苧新投資を L その後

で既存企業と参入企業は同時に生産量を決める。すなわち， η←既存企業と 1一新

規参入企業による (n十1)ークールノー生産量競争が行なわれる。他方もしも参

入しないのであれば，既存企業のみ同時に生産量の決定を行う。すなわち，

n クールノー生産量競争が行なわれる。また，需要関数や限界費用削減投資は

これまでと同様に定義される。このとき各企業の利潤 π，(iニ 0，• . .， 1のは次の

ようになる。

π，=(α-Q-c.lq，-x(c，) (i=I， .. .， n) (5) 
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(6) 

ただし， ;;r，は実際に参入した際の潜在的参入企業の利潤関数である。以上の定

式化から明らかなように，既存企業聞は完全に対称的に取り扱われていること

に注意しよう。

ところで，多段階の意思決定問題の部分ゲーム完全均衡を求めるためには，

(それ以前の意思決定を所与として)最後の意思決定から逆に解いていけばよ

い。それでは実際に計算してみることにしよう o

l 生産量の決定

ここでの意思決定は，すべての企業の限界費用水準以zニ 0，1， • • " n)を所

与としたとき，生産物市場におけるグ ノレノ 均衡を求めることである。従っ

て通常の方法から，各企業の利潤関数を q，で徴分して得た最適反応関数の交点

を求めると以下のように整理される。ただし，

Z=.L:?=lC. Z-;=豆島~C3 (7) 
4手J

とする。まず，潜在的参入企業が実際に参入する場合の ω+1)ークールノ 生

産量均衡は次のようになる o

n+2 
q『E(co，c"2z〉=-I-La+h+z-tー (η十 l)cJ

(i=l，ー ，n) (8) 

n+2 
q，E(c"z)=T[a+z-(n+l)c，J (9) 

次に，潜在的参入企業が参入Lない場合の n クーノレノ一生産量均衡は以下

のようになる。

q，.NE(Ci' Z自作辻j[α+z-，-nc，] (i=l， """' n) (10) 

qoNE(C;. z_;) =0 (IJ) 

ただし q/，qjNE， qoEミ0 と仮定される。

2 滑在的参入企業による技術草新投資の決定



40 (5田〉 第 145圭第5・6号

既存企業の限界費用水準 cぷ=1，.."' n)を所与として，潜在的参入企業が

実際に参入する際の利潤関数 π♂は Lの結果上り，

π。E"， [q，E(C.，z)アー$(c，)-F
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03) 

を得，この式を満たす c，を Co(z) (z= Z:: 7~ ，c;) とおく。ここで最大化のため

の2階条件，すなわち，

2[E4i詰且]'-x"(co)=2[誌を]2rωくo (14) 

は満たされる邑仮定される。この 2階条件に関する仮定のもとで，

d[coJ/d[zJくo d[coJ/d[c，Jく0 (15) 

が成立する。

次に，潜在的参入企業が参入しない場合の利潤関数は 1の結果より，

πONE--z(co〉 (16) 

であり，明らかに x(co)=0， l'なわち c，=閣の水準のままである。

3 潜在的参入企業による参入の決定

1.とZの結果より， 潜在的参入企業が参入する場合の利潤関数 πoE と参入

Lない場合の利潤関数町胞はそれぞれ，

π。E=[qoE(CO(Z)，Z)]'-X(C，(Z)) -F (17) 

(18) πONE=U 

となる。したがって， πOE(Z)>πONE(Z)，すなわち πOE(Z)>Oのときにのみ参

入する。ここで，

dLZ詐ユ=2て浩正[岩吋，(z)]:>0 (19) 
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より， π，E(Z)はzについて単調増加関数であるから，Z(F)を π，'(z(め)=0

で定義すると，"，>z(F)のとき π0'("，)>0，z亘王(F)のとき町E(Z)壬Oとな

る。簡単化のために z(F)>Oと仮定する。以上の議論を整理すると，潜在的

参入企業は， もしも z>z(F)ならば実際に参入し， もしも z三支(F)ならば，

参入後に費用削減投資を行なってもその後の (n+1)クールノー生産量競争白

結果において正の利潤を得られる見込みがないので，参入しない。また，既存

企業 iの限界費用 ci(i=l，• .門的を所与としたときの潜在的参入企業P限界

費用水準および生是正量水準は，

もしも z>民的ならば Co=CI)(Z) 

qoF.二 q，'(c，(z)，z) く20)

もしも z壬王(F) ならば co=山

qI)NE=O (21) 

である。

最後に，芝(Fウの性質主調べておこう。まずその定義式を全微分することに

よって，

豆鼎ユ=[勾oE等r
を得る。ところで，

Z=ヰ~[1-(叶1)場企]>0

より d[王CF)]/<i'[FJ>Oを得るので， :z(F)はFの増加関数である。

4 既存企業の技術草新投資に関する最適反応

(22) 

(23) 

他の既存企業の費用削減投資に対する既存企業の費用削減投資の，最適反応

を導出するための準備として，まず潜在的参入企業による参入が生じる場合(以

下の4.1.)と生じない場合 (4.2.)とを個別に調べ，その後で潜在的参入企業の

参入の決定をも考慮にいれた既存企業の最適反応を導出することにする (4.3.)。
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4. 1 参入が生じる場合

まず，潜在的参入企業が実際に参入する場合の既存業 zの利潤関数 rr/は，

z_.を所与としたとき，

π;E(C" Z-J = [q，sCCoCC，s+Z ふ cλz-，)J包-x(c!)

Ci=l. .."π〕 (24) 

である。明らかに，費用削減投資決定において各既存企業 iは，参入企業に対

して「γュタッケノレベノレクの先導者」の地位にし、る。 z-;を所与として， πfを

C，E で微分すると既存企業の他の既存企業に対する最適 R&D反応関数が得ら

れる。 c;に関する利潤最大化のための l階条件より，

di CoCCE
;←%-.111 2In+l_ULLO

おF44|[叶 Z-I+向(八+z-，)ー (n+l)c，EJ

=-(n+2)'x'(c目勺 (25) 

となり， この式を満たす c/を h(z_，)とおく。利潤最大化のための 2階条件

を仮定すると，その下で h(z-，)は Z-iの減少関数となる。こ ζ で h(z-，)は

Fに依存しないことに注意しよう o

4.2. 参入が生じない場合

潜在的参入企業が参入しない場合の既存業 zの利潤関数科目は%-，を所

与としたとき，

πiNE(C" Z-，) = [q;NE(CiNE十Z_.)J'-X(C;NE) (i=l， •. .， n) 

(26) 

となる。 4.1と同様にして，他の既存企業の限界費用水準を所与としたときの

最適 R&D反応関数を求める o そのために C;NEに関する利潤最大化のための

1階条件より，

2n(a+ Z_，._nc..NE) =ー (n+l)'x'(c，N") (27) 

この式を満たす c/N を g(z-，) とおく。再び，利潤最大化のz陪条件を仮定

すると，g(Z-.-lは z_;の減少関数となる一方で Fに依存しない。

4.3 既存企業の最適反応
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まず Z-jを所与としたとき， 3.で求めた潜在的参入企業による参入の決定

を考慮にいれた既存企業 iの利潤関数を再び整理すると，

(π/(c" co(c，+z_，)+ι，) (c;>z(F)-z-;) 
π!(c" z-J =j (28) 

lπ;NE(C;， z-;) (c目孟z(F)-z_;) 

となり， 図1に示される。 たfごし， Fは5.に至るまで所与とされ，

z-;に対する既存企業 tの最適費用水準が分析される。

πι 

。日、
:z( F) -Z-t ht 

4.1. ~2. の結果から πF と科目はそれぞれ以下のようになる。

ここで，

fn+2)' 
π/CC" co(Co+Z-i)十Z-J=Ar..，可 J，寸 1_11 可、宮 (x'(c;))'

-x(cJ 

Cn+ll' 
;NE(C;. Z 炉ギZfL〈ピ(日))'-x(c;) U=l， .. .， n) 

NE π，ーπ，

n'(n+1 [一 1~万片雫.，12n'+4n+1 一切+1)ー」1
d[c，] J 

x[ -1+悲fJz'(C〉Z<o

ここでは

(29) 

(30) 

(31) 
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となり (d[c，J/d[c，]くの，グラフにおいで九四は哩"の上方に位置すること

がわかる。

次に，利潤を最大化させる限界費用水準は Z-j が増加するにしたがって

g(z_;)， z(F) ~z_円以z- ，) へと変化していくこL とに注意L ょう〈図 1)。最適

反応限界費用水準が切り代わる Z_;の水準主定義すると，

g(z_，) =王(F)-z_，

π目NE(王〈め-z_，.)=町 (h(zーム Z-to)

となる。これをそれぞれよ(め，z!t(F)で表わすことにする。

以上の結果を整理すると企業 zの最適反応関数は，

。三C;z_，<z*，cF)のとき g(z_，)， 

(32) 

(33) 

z~.(F) 三~z-;くz士ナ (F) のとき z(Fワ z_" (34) 

z*'*(F)孟z_，のとき h(z-，) Ci=l， ， • .， n) 

となり，図 2のようになる。

Z_， 

，.r h，. 

::::;[3c=刊 -Z-_l

，.-g. 

。 c， 

図 2

5 産業の均衡

4.3で求めた既存企業の最適反応関数の「交点」を求めることに上って，費

用削減投資の均衡は求められる。ここで注意Lなければいけないのは， 4.3.で
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求めた各既存企業の反応関数は z主〈め.z~:(F). すなわち， 参入費用Fを所

与としたj二で導出されているということである。各既存企業の最適反応関数は

Fのとる値に依存する，すなわち，どの点で各企業の反応関数が交わるのかは

Fによって決まる d正F)，z!~(F) の{直によって異なってくるわけである。

ここで理解を容易にするために 2ー既存企業， 1-潜在的参入企業の場合の

R&D均衡を図3に例示してみよう。 Fを減少させていくよとによって，図 3

-1から図 3-4は構成されこいる。とこ二ろで， 3で不したように z(F)はFの増

加関数 Eあることから， 3.4. (3)で定義した z~;(F)， z~f(めもともにFの増加

関数になることを確認しておこう。 その結果，最初の図 3-1は十分に高い z!.

(F)， z~tcF) に対応し，逆に最後の図 3-4は十分に低い z!;(F) ， z!tCF) に対

応、Lて作図されていることがわかる。図 3-1は，参入費用が高くてもともと潜

在的参入作業には適していない市場を示している。このとき各既存企業は潜在

的参入企業の存在を無視し，間』既存企業のみをライバノレと考えた場合の均衡を

選択することによって，自動的に潜在的参入企業の参入を断念させることがで

きる。明らかに，既存企業によるこの投資行動は参入阻止行動ではなし単に

この而場が潜在的参入企業にとってもともと望ましくない市場であっただけの

ことであることに注意しよう。 ζ の図3-1のケ一九の市場における費用削減投

C， 

上三。 zむ(F)z*i(F)

図 3-1

c， 

c， 

z~ .c F)ト---+~

o z~lF)z竺i(F) 
図 3-2

c， 
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c， 
C， 

z~f(F) 
E 

C 

lNI 
z~i( F)トμ一、
ムfFjfTT-J

C， 
o Z~2( F) z!t( F) 

図 3-3

C1 0 zむ(F) z'UF) 

図 3-4

資水準や均衡生産量，さらに社会的厚生の問題は Okuno=Suzumura[1987J 

において完全に分析される。次に，比較的高い参入費用のもとでは，図 3-2の

ように既存企業は参入阻止行動のみを行ない，比較的低い参入費用に対応する

図 3-3においては，均衡は参入阻止と参入黙認の 2種類あり得て，これ以上均

衡を絞り込むことはできなく (しかも均衡の数は無数にある)， どちらの均衡

がよりもっともらしいかを議論することすらできな"0図 3-4に示される十分

に低い参入費用のもとでは，潜在的既存企業による参入は既存企業によって黙

認されるc

以上で示した2 既存企業1-潜在的参入企業の図からわかるように，既存企

業の反応関数の「交点J，rすなわち」産業の R&D均衡は参入費用Fに依存し

て決まることがわかる。ここでFと既存企業の費用削減投資均衡の関係を図で

不そう。最初に述べたように，すべ1の既存企業は互いに対称的に定義されて

いることから，既存企業の均衡はすべて同一であると考えてよい〈対称均衡〕。

もちろん，参入阻止均衡が現われる場合には，たとえすべてり企業が同一であ

ろうとも均衡の組み合わせは無数にあり得るわけではあるが，その場合にも均

衡の focalpointをよわ妥当な均衡と見なすならば均衡の対称件を仮定してよ
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し以下，そのように取り扱う。図 3-1から図 3-2へ図3-2から図 3-3へ3

図 3-3から図 3-4へと切り換わる均衡を，それぞれ C
NE，CED， cEで表わすと

すると，それぞれ，

cNt:= g((n_l)cNE) 

CED=z(F)fn 

c'ニ h((nー l)c')

民
υ

n

O

可

4

q
o
q
u
q
u
 

と定義される。 CNEは，この均衡を既存企業が選択することによって，白動的

に参入を断念させる限界費用水準であり C
EDは潜在的参入企業に対する既存

企業によ石参入阻止均衡戦略の結果得られる参入阻止限界費用水準である。最

後に cE は潜在的参入企業の参入を既存企業が黙認した際の費用水準である。

次に CNE，CED， cEに対応するFの臨界水準を FNE，FE， FEDすると，

z乙CFNE)=(n_l)cNE

芝(FDE)=ncE 

z士fCFE)=(n-1)cE

(38) 

(39) 

(40) 

と定義できる(対称性の仮定より，すべての既存企業にとって z!;，z!}は対称

であり， したがって実質的には zに依存しないことに注意しよう )0 Fが FNB

に減少してくるまで参入は自然に断念され FNEから参入阻止行動が選択され

C 

C~NE r--=二_________t

f「
。 FED FE 

図 4

FNE 
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始め FE まで減少すると参入を黙認する均衡が現われ始め，FED になると参

入阻止行動は選択されなくなる。この関係は図4に示される。

以上の結果から次のような結論を得る。参入阻止限界費用は参入費用主反映

して決まるから，参入障壁が中程度のとき産業は最も低い費用関数を持つ可能

性がある。参入阻止行動は，独占的利i聞を犠牲にして行われるから，需要者に

対するー種の所得再分配効果主持っている。このこ ιを考えると-，参入障壁ほ

撤廃した方が常によいとは言切れないと言える。もちろんこの論文では社会的

厚生に関する考察を行なっていないので， ζれ以」二のより断定的な結論は出ぜ

ない。他方こ二の論文では，均衡はすべて Nash均衡であるニとから，複数の既

存企業が同時に参入阻止行動を取る際にも，いわゆる通常義者される参入阻止

行動に関わる freeciderの問題はもともと生じないことがわかる。すなわち，

均衡において，他の企業が参入阻止行動を取る限り， Nash の佳質上，各既存

企業は参入阻止行動を変更する誘因を持たな， '0 

IV 結語

この論文では，技術革新と産業構造との関係を考察した理論を， 198C年以降

の新産業組織論の発展に従って限られた範囲で議論し，特に，産業行動が産業

構造にどのような影響を及すのかということを議論の焦点とした。まず，対称

的モデノレと非対称的毛デノレが紹介され，次に，非対称的モデルで，企業が戦略

的に産業構造に影響を与える過程を分析した。

この論文で議論したかったにもかかわらず，分析できなかった問題に以下の

ことがある。第lに，社会的厚生の問題が，極めて重要であるに関わらず，議

論できなかった点である。第2に，乙のそテソレの範囲ではもともと参入阻止行

動に関する既存企業聞における fteeridcrの問題は生じなかった由主それで

はこの問題が深刻になるのはいかなる状況であるのかという問題である。第3

に，実際の産業における研究開発行動はいかになされるのか，また政府の産業

政策は構造と行動にどのような影響をもたらすのか，といった問題である。第
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4に，共同技術開発において，非協力ゲームの均衡として協調行動が取られる

可能性はあるのか，という問題である。以上の問題を今後の課題として挙げて，

この小論をひとまず終ることにしたい。
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